職種：人事・人材開発・労務管理　　職務：人事・人材開発
【概要】
　人事制度の企画・運用をはじめとした人的資源管理に関する仕事、及び、人材開発・教育訓練計画の策定をはじめとした社員の能力開発に関する仕事。ただし、「労務管理」の仕事は含まない。
【仕事の内容】
　人事・人材開発の仕事は、大別すると以下のとおりである。

　人事制度の企画・運用／要員計画の作成／採用・配置・退職管理／賃金管理／人材開発プラン・教育訓練計画の策定（OJT、OFF-JT、自己啓発支援等）/研修カリキュラムの作成・実施/研修効果の検証など

　上記は、会社の規模及び業態によって、一人の担当者が下記全ての仕事を担当する場合もあれば、数人または複数の部署で分業する場合もある。近年、研修の外注化のみならず教育訓練部門の別会社化など、多くの企業において能力開発の実施体制を見直しつつある。人材開発の担当者としても、教育訓練の費用対効果や経営戦略・経営方針との関連性を意識した施策の推進が強く求められるようになっている。
【求められる経験・能力】
（1） 人事・人材開発の仕事を行うための学歴要件や必要最低経験年数は問われない場合が多いが、教育学や心理学の専門知識が業務遂行上役立つ場合がある。なお、経験者採用の場合には、一定の専門的実務経験が要求される。
（2） 人事制度の企画・立案や要員管理の際に必要となる労働法令（労働基準法、労働契約法、雇用対策法、男女雇用機会均等法など）に関する基本的な知識は必須である。また、退職金・企業年金制度の設計・運営をめぐり、退職給付会計などの企業会計制度や企業年金に係る法制度の最新動向を把握しておく必要がある。なお、予備知識として、労働・社会保険についても最低限の知識を保有していることが望ましい。
（3） 人事・人材開発はヒトを扱う仕事であり、社内の様々な職種・職位の社員を対象とする仕事である。このため、社内各部門や社外の関係機関等と活発なコミュニケーションを図り、協力的に業務を推進する能力が求められる。
【関連する資格・検定等】
・ビジネス・キャリア検定試験（人事・人材開発２級～３級、人事・人材開発・労務管理１級）〔中央職業能力開発協会〕
・社会保険労務士〔厚生労働省  社会保険労務士法〕
・キャリアコンサルト試験〔厚生労働省  職業能力開発促進法（国家資格）〕

・キャリアコンサルティング技能検定〔厚生労働省  職業能力開発促進法（国家検定）〕
など
【厚生労働省職業分類（小分類）との対応】
　２５１　総務事務員　　２５２　人事事務員

